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１．特殊土壌地帯対策の概要 

(1) 特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法の概要 
 

１ 目 的 

   特殊土壌地帯に対し、適切な災害防除と農地改良対策を樹立

し、これに基づく事業を実施することによって、その保全と農

業生産力の向上を図る。  

 

２ 制度概要 

(1)特殊土壌地帯の指定  

   しばしば台風の来襲を受け雨量が極めて多く、かつ特殊土壌

(シラス等特殊な火山噴出物等)に覆われているために、災害が

発生しやすく農業生産力が低い地帯を国土交通大臣、総務大臣

及び農林水産大臣が指定。 

(2) 特殊土壌地帯対策事業計画の設定及び事業の実施  

 国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、国土審議会の

意見を聴いて、特殊土壌地帯における災害防除及び農地改良に

関する事業計画を定め、国、地方公共団体が事業を実施。 

  〔対象事業〕                    

   【災害防除】治山事業、河川改修事業、砂防事業等  

   【農地改良】かんがい排水事業、畑作振興事業等 

  〔主な優遇措置〕 

   「後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特

例に関する法律」の適用による国の負担割合のかさ上げ（国

庫負担割合の引上率は最大 1.25倍） 、地方交付税の特例（シ

ラス対策事業における地方債の元利償還金に関し、基準財政

需要額への算入率の引上げ） 等  

特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法(昭和27年法律第96号)の概要 

■特殊土壌地帯の面積 
57,704km２（国土の約15.3％） 

■対象市町村数（平成24年4月1日現在） 
２５４市町村（一部指定を含む） 

■人口：1,331万人 

 
資料：国土地理院「全国都道府県 

市区町村別面積調」H22.10 
総務省「国勢調査」H22.10 

 
■特殊土壌の種類 
   シラス、ボラ、コラ、赤ホヤ、花崗岩風化土、ヨナ、富士マサ  

 
 

【全域指定県（５県）】 
鹿児島･宮崎･高知･愛媛･島根 

【一部指定県（９県）】 
大分･熊本･福岡･山口･広島 
岡山･鳥取、兵庫、静岡 

特殊土壌地帯の指定地域 

1 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法」（以下「特土法」と

いう。）は、特殊土壌地帯の保全と農業生産力の向上を目的として

昭和27年4月25日に制定され、これまで概ね５年毎に期限延長が行

われてきた（５年間の時限法） 

 

■平成24年3月に改正法が施行され、有効期限が平成29年3月31日ま

で延長された。 
 

（法改正に際しての国土審議会の意見：平成23年10月24日） 

 「近年、台風の来襲頻度が増加し、これに伴い集中豪雨が増加

する中、依然として、指定地域において、大きな被害が発生して

いること等から、今後とも同法に基づく特殊土壌地帯対策を引き

続き強力に推進すること。」 

 

■平成24年度中（本年3月まで）に特殊土壌地帯対策事業計画(第13

次）を策定する必要がある。 

 

特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法改正の経緯 特殊土壌の種類 

 

特 殊 土 壌 

（分布） 

シラス ボ ラ 

コ ラ 赤ホヤ 花崗岩風化土 

ヨ ナ 富士マサ 

鹿児島県、宮崎県南部、熊本県の
一部 

鹿児島県（大隈半島） 

鹿児島県（薩摩半島南部） 鹿児島県・宮崎県・愛媛県・高知県
の大部分と、熊本県・大分県の一部 

中国地方の大部分、九州・四国・近
畿の一部 

熊本県北東部、大分県西部 静岡県北東部 
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２．第13次特殊土壌地帯対策事業計画(案)における視点 

(1) 第13次特殊土壌地帯対策事業計画(案)について 
 
「第13次特殊土壌地帯対策事業計画」は、近年、気候変動等が要因とみられる甚大な自然災害が多発している状況や東日本大震災を契機とした

耐震性への関心の高まりを踏まえ、災害の被害を最小化する減災の考え方や耐震対策の促進を新たな視点として加えて策定する。 

●依然として土砂災害危険箇所が多い 

●農業上も不利な土壌や地形条件 

●少子高齢化による災害時要援護者の増加 

●食料の安定供給や農業の多面的機能の発揮、
競争力のある農業の振興 

■対策の必要性 

■社会資本整備としての配慮 

●厳格な事業評価の実施 

●各種施策との総合的な取組の推進 

●既存施設の有効活用も含めたコスト縮減の 
取り組み 

●環境問題への対応 

■特土対策実施上の配慮 

●事前、期中、事後の事業評価の実施 

●ソフト施策との連携 
 土砂災害警戒区域等の周知、警戒避難体制の整備 
 地域コミュニティ機能の強化 
農地利用集積促進、農業生産対策の支援 

●事業間の連携等の推進 

●環境との調和への配慮 
  

第12次特殊土壌地帯対策事業計画 新たな視点（追加） 

第13次特殊土壌地帯対策事業計画(案) 

■特殊土壌地帯対策事業の実施 

➊ 治山 

➋ 治水（河川改修、砂防等） 

➌ 急傾斜地崩壊対策 

➍ 道路防災 

➎ 農地防災・保全 

➏ 農用地整備 
 (畑作振興･中山間地域整備等) 

●災害に強い国土 

・地域づくり 

 

●農業生産力の向上 

●近年の気候変動により自然災害多発 

■対策の必要性 

■想定を超える降雨に伴う自然災害の多発 

近年、これまでの想定を超える降雨に伴う大規
模な土砂災害等、甚大な自然災害が多発してお
り、災害リスクが増大 

■特土対策実施上の配慮 

■防災・減災対策 

防災及び災害時の被害を最小化する減災の考え
方に基づき、ハード・ソフト一体となった総合
的な災害対策を推進 

■特土計画のフォローアップ 

対策期間中において必要がある場合には、対策
事業の内容、進捗状況について、国土審議会特
殊土壌地帯対策分科会に対し報告 

■耐震対策 

国土強靭化の観点から必要な耐震対策を促進 

■社会資本整備としての配慮 

■耐震性への対応 

東日本大震災を契機に耐震性への国民的な関心
の高まりに対応 
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近年、これまでの想定を超える降雨に伴う大規模な土砂災害等、甚大な自然災害が多発しており、災害リスクは増大している。災害が発生しや

すい特殊土壌地帯においては、引き続き災害防除に向けた対策が必要となっている。 

 

■全国約1,300地点あるアメダス観測データによると、全国、特殊土壌地帯

共に1時間降水量50mm・100㎜以上の年間発生回数は、年々増加傾向にあ

る。 

■単位面積当たりの年間発生回数は特殊土壌地帯が全国の２倍以上となっ

ている。 

資料：農林水産省 
（注）（財）気象業務支援センター資料に基づきアメダスデータ 1300 地点当たりに換算し作成 

(2) 対策の必要性 
 

大雨の発生回数の状況 

 

 

■過去10年間における特殊土壌地帯全域指定5県（鹿児島、宮崎、高知、愛

媛、島根）の水害被害額はその他都道府県の約1.5倍、土砂災害発生件数

は約2.1倍となっている。 

 災害の発生状況 

100.4億円/年

149.3億円/年

0

40

80

120

160

特土全域指定５県平均 その他都道府県平均

21.9件/年

45.7件/年

0

10

20

30

40

50

特土全域指定５県平均 その他都道府県平均

注：上記の土砂災害は、以下の３つに区分される。 

■土石流：山腹が崩壊して生じた土石等又は渓流の土石等が水と一体となって流下する自然現象 

■急傾斜地の崩壊：傾斜度が30度以上である土地が崩壊する自然現象 

■地滑り：土地の一部が地下水等に起因して滑る自然現象又はこれに伴って移動する自然現象 

◆過去10年間における災害の発生状況等の比較（１県あたり）◆ 

資料：国土交通省資料に基づき作成 

資料：国土交通省資料に基づき作成 

年間土砂災害件数(H14～H23) 

年間水害被害額（H13～H22） 

新たな視点①想定を超える降雨に伴う自然災害の多発 

1万㎞ 2当たり 1時間降水量 50㎜以上年間発生回数 

1万㎞ 2当たり 1時間降水量 100㎜以上年間発生回数 

 1981～1990 1991～2000 2001～2010 

 1981～1990 1991～2000 2001～2010 
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台風の来襲頻度 

■特殊土壌地帯は、概ね我が国でも降水量の多い地域に位置している。 

降水量の状況 

 

資料：農林水産省作成 
（注）気象庁「台風位置表」を用い、災害をもたらした台風ごとに暴風域に入った面積を市町村単位で
計測し、その合計値（延べ面積）を市町村面積で除した値で台風来襲頻度を集計 

0～0.5 回            0.5～1.0 回           1.0～2.0回  

2.0～3.0回            3.0～5.0回        5.0回超 

1981～2010 年降水量 

 

資料：農林水産省作成 
（注）（財）気象業務支援センター資料を用い、市町村単位で集計し作成 

 

    

 

1～ 999㎜ 

1,000～1,499㎜ 

1,500～1,999㎜ 

2,000～2,499㎜ 

2,500㎜～ 

2001～2010台風来襲頻度 

■特殊土壌地帯は、しばしば台風が来襲し、台風の勢力が強い段階で接近

する地域が多い。 

■全国平均は2001～2010の10年間では3.2回。特殊土壌地帯の平均は4.7回

と全国平均の1.5倍となっている。 
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時期 気象状況 1時間降水量を更新した観測地点 24時間降水量を更新した観測地点 土砂災害発生件数 

H24.7.11～14 九州北部豪雨 高知県田野町田野、阿蘇市阿蘇乙

姫、熊本県南阿蘇村阿蘇山、霧島市

溝辺 

阿蘇市阿蘇乙姫 

121 

H23.9.15～22 台風第 15号 富士宮市白糸、宮崎県椎葉村上椎葉 淡路市郡家 33 

H23.8.30～9.6 台風第 12号 ― 淡路市郡家、安来市伯太、倉吉市関金 33 

H22.7.10～16 梅雨前線による大

雨 

益田市匹見、島根県津和野町津和野 広島県北広島町王泊、島根県海士町海士 153 

H21.8.8～11 熱帯低気圧・台風

第 9号 

高知県津野町船戸 ― 
24 

H21.7.19～26 中国・九州北部豪

雨 

大竹市大竹、防府市防府、行橋市行

橋 

東広島市東広島、防府市防府 274 

H19.7.1～17 台風第 4 号と梅雨

前線による大雨と

暴風 

尾道市因島、西都市西都、鹿児島県

肝付町甫与志岳、鹿児島県南大隅町

佐多 

高知県四万十町窪川、熊本県甲佐町甲佐、

日向市日向 66 

計  16地点 12地点 704 

みかん キンカン  

 

■近年の災害をもたらした気象事例においては、平成19年から平成24年における1時間当たり降水量が観測史上1位を更新した特殊土壌地帯の観測地点は
16地点、24時間降水量が観測史上1位を更新した地点は12地点となっている。その際の土砂災害発生は704件となっている。 

 近年の特殊土壌地帯における降水量の記録更新と土砂災害の発生状況等 

資料：気象庁、国土交通省の資料に基づき作成 

注）速報であり、数値等は変わることがある 
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■平成24年7月11日から14日にかけて、本州付近に停滞した梅雨前線に向か
って南から湿った空気が流れ込み、西日本から東日本にかけての広い範
囲で大雨となった。 

■熊本県阿蘇市乙姫では、7月11日0時から14日24時まえに観測された最大1
時間降水量が108.0ミリ、最大24時間降水量が507.5ミリとなり、それぞ
れ観測史上1位の値を更新した。 

■この大雨により河川の氾濫や土石流が発生し、熊本県、福岡県で土砂災
害による死者行方不明者は23名となった。 

 九州北部豪雨による土砂災害の発生状況等 

 

平成 24年 7月 11日～14日期間降水量分布図 

降水量が観測史上 1位を更新した地点 

1時間降水量は 7地点でうち特殊土壌地帯は 4地点。 

（高知県田野町田野、阿蘇市阿蘇乙姫、熊本県南阿蘇村阿蘇山、霧島市溝辺） 

3時間降水量は 8地点でうち特殊土壌地帯は 5地点。 

（竹田市竹田、菊池市菊池、阿蘇市阿蘇乙姫、熊本県南阿蘇村阿蘇山、霧島市

溝辺） 

24時間降水量は 8地点でうち特殊土壌地帯は 1地点。 

（阿蘇市阿蘇乙姫） 

注）統計期間 10年以上の地点に限る 出典：気象庁資料 

 

 

土砂災害発生件数 

熊本県阿蘇市 

主な被害発生箇所 

熊本県南阿蘇村 

  人的被害発生箇所 
 （死者・行方不明者） 
  家屋損壊発生箇所 
 

熊本県阿蘇市 

熊本県南阿蘇村 

熊本県五木村 

熊本県球磨村 
熊本県相良村 

大分県竹田市 
大分県豊後大野市 

熊本県菊池市 

 

 

 

全国での土砂災害発生件数は 17県で 268件（うち特殊土壌地帯 131件）。

死者 22、行方不明 1、負傷者 8、人家全壊 90、人家半壊 62、一部損壊 110。 

出典：国土交通省資料 

出典：国土交通省資料 

出典：国土交通省資料 

熊本県阿蘇市 <ヨナ> 熊本県南阿蘇村 <ヨナ> 

大分県竹田市 <赤ホヤ> 

 

 
出典：国土交通省資料 

資料：国土交通省資料に基づき作成 
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■平成24年7月熊本県球磨郡五木村甲頭地地先。（九州北部豪雨） 

■梅雨前線豪雨により土石流が発生したが、砂防堰堤が整備されており、

土石流（約7,100m3）を捕捉。下流地域の土石流被害を未然に防止した。 

 砂防事業による災害防止効果事例 

出典：国土交通省資料 
 

出典：国土交通省資料 
 

 

 

 

 

 

■平成24年7月熊本県阿蘇郡南阿蘇村（九州北部豪雨） 

■梅雨前線に伴う豪雨によりがけ崩れが発生したが、待受擁壁が整備され

ており、崩壊土砂を捕捉。施設は被災したものの、保全対象への被害を

防いだ。 

 急傾斜地崩壊対策事業による災害防止効果事例 

<赤ホヤ> 
<ヨナ> 
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みかん キンカン  

出典：国土交通省ＨＰ資料 
 

■平成21年７月19日～27日の中国・九州北部豪雨（呉で最大時間雨量69.5

㎜）により、広島県内の各地で土砂災害が発生し、呉市安浦町水尻地区

では集合住宅裏が崩壊、土砂が敷地内に流入したため、林地荒廃防止事

業により法枠工等を施工し山腹面を安定させた。 

■施工後、被害は発生していない。 

 治山事業による災害防止効果事例 

出典：林野庁資料 

 

 

 

 

 
被災状況（平成 21年 7月） 

復旧後 

 

■鹿児島県北部を流れる米之津川では、平成18年7月洪水の再度災害防止対

策として、河川激甚災害対策特別緊急事業により河床掘削、左岸引堤、

橋梁改築等を実施した。 

■平成23年7月6日には、平成18年7月洪水と同規模洪水が発生したが、整備

効果が発現され、洪水を約１ｍ低減し家屋の浸水被害が防止された。（家

屋浸水1,305戸および浸水面積約286haを解消） 

 治水事業による災害防止効果事例 

 

 

 

 

 
 

H23.7洪水氾濫被害 
耕地約 0.1ha 

 

延長 3.9㎞、計画流量 2,100ｍ3/S 

 

 

雨量規模の比較（H18.7洪水・H23.7洪水） 

紫尾山観測所 3h雨量 

米之津川 

  

しびさん 

家屋浸水被害を解消 
床上・床下   0 

H18年 7月洪水 H23年 7月洪水 

 

 

春日橋での約１ｍの洪水位を低減 

春日橋 

出典：国土交通省資料 
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■国土交通省が実施した「国民意識調査」によれば、東日本大震災を踏まえ社会資本に求める機能について訊いたところ、「安全・安心を確保する機能」が

最多で突出（74.4％）している。 

 耐震性への対応 

 

出典：国土交通省資料 
 

新たな視点②耐震性への対応 

○ 国民意識調査 

注：平成 24年 1 月～2月に、全国の満 20歳以上の男女を対象に、インターネットベー
スにて実施し、4,000 人の回答を得た。地域、世代、性別による偏りが生じないよ
う、実際の人口構成比に合わせて割付を行っている。 

東日本大震災により、社会資本整備の最も重要な使命が国民の命と暮らしを守ることにあることを多くの国民が改めて認識している。 

○ マグニチュード５以上の地震の発生頻度（全国） 

○ 事前防災・減災のための国土強靭化の推進等 

命と暮らしを守るために緊急に必要とされるインフラの再

構築のため、老朽化対策、事前防災・減災対策を抜本的に強

化し、国土強靭化を推進する。また、東日本大震災の経験を

踏まえ社会の重要インフラ等の防御体制の整備を進めるとと

もに、子供の命を守る学校の耐震化・老朽化対策等の防災対

策を推進する。さらに、緊急に必要な大規模な災害等への対

応体制を強化する。 

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」

（平成 25年 1月 11日閣議決定） 

 

東日本大震災発生以前３年間の年平均      １５５回 

 平成２４年の１年間              ２００回 

 

震災発生後から平成 25年 1月 31日まで 1.9 ヶ年 ７３４回 

（うちマグニチュード６以上           １０８回） 

 
資料：気象庁資料に基づき作成 
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(3) 特土対策実施上の配慮   
 
新たな視点③耐震対策 

○ 国営土地改良施設における極めて激しい地震動に対する

重要構造物の耐震設計等の推進 

■東日本大震災では、ため池や排水機場などの農業水利施設が被災し、ため池の決壊により人命が失われるなどの甚大な被害が発生した。 

■農業水利施設が地震によって被害を受けることにより、農用地、農業用施設に加え、地域住民の生命、財産、公共施設にも甚大な被害を与えるおそれ
がある。 

■このため、地震による被災の影響が大きい農業水利施設の耐震性点検・調査や必要な整備を実施することで災害の未然防止を図る。 

 

 農業水利施設等の耐震対策 

国土強靭化の観点から施設の耐震性の点検・調査や必要な整備等、耐震対策を促進する。 

出典：農林水産省資料 

 

○ ため池の耐震対策 

古い年代に築造され老朽化が進行しているため池や、決壊した場合
に人命、人家、公共施設等に被害を及ぼすおそれのあるため池につい
て、耐震強化を含めた堤体の改修・補強等のハード対策を推進する。 

 

 

 

耐
震
設
計
・ 

照
査
導
入
率 

約 2割 

拡大 

Ｈ２３ Ｈ２８(目標) 

重要構造物※1（国営造成施設）の 
レベル２※2地震動耐震設計・照査の導入 

※1 被災により施設周辺の人命・財産やライフラインへの影響が極めて
大きい施設 

※2 施設の共用期間内に発生する確率は低いが、極めて激しい地震動
（プレート境界型地震と内陸直下型地震に区分） 

 

出典：農林水産省資料 

 

約 6割 

土地改良長期計画(H24～H28） 

11 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでのハード整備による「防災」に加え、被災しても人命が失われないことを最重視し、警戒避難体制の充実強化等により災害時の被害を

最小化する「減災」の考え方に基づき、ハード、ソフト一体となった総合的な災害対策を推進する。 

■東日本大震災を踏まえ、最大規模の災害が発生した場合においても避難等により人命を守るという考え方で対策を講ずることの重要性が共有されつつあ
る。 

■このため、これまでのハード整備による「防災」対策に加え、地域ごとの特性を踏まえ、既存の公共施設や民間施設も活用しながら、災害関連情報の集約・
提供を含めた「減災」対策を推進し、ハード・ソフトの施策を組み合わせた総合的な対策を一層推進する必要がある。 

 

減災対策の推進 

 

 市町村の土砂災害ハザードマップ作成状況 

作成・公表済 

作成予定 

未作成 

特土地帯以外 

資料：農林水産省調べ 市町村聞き取りによる 

新たな視点④防災・減災対策 

 警戒避難体制の充実・強化と住民の防災意識の醸成 

＜土砂災害の場合＞ 

① 土砂災害警戒区域等の指定や土砂災害ハザードマップの作

成・周知等の推進 

② 情報通信技術の進展等を踏まえた、適時適切な土砂災害関連

情報のより確実な住民への提供 

③ 土砂災害の発生を想定した実践的な訓練や広報活動、防災教

育等の推進 

④ 地域や住民等との協働による土砂災害危険箇所や砂防関係

施設の巡視・点検体制の構築 

等 

■土砂災害警戒区域等の指定については各都道府県が現在進めているところ
であり、指定区域についてはマップを作成し公表している。 

■特殊土壌地帯における市町村（254 市町村）では、8 割以上の 215 市町村が
土砂災害ハザードマップを作成している。作成予定がある市町村を含めると
242市町村となり 9割を超えている。 
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【事例】土砂災害ハザードマップ（鹿児島県垂水市） 

 

  

 

 

 

出典：鹿児島県資料 
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■垂水市では、避難指示等の判断基準をあらかじめ定め、災害時に避難勧告等の発令を迅速に市民へ伝達できるよう備えている。 

■自主防災組織を結成し、災害危険箇所の把握や防災訓練等の防災活動や避難計画の策定など、地域住民による減災の取組が行われている。 

【事例】災害警戒体制等について（鹿児島県垂水市） 

【避難指示等の基準】 

 避難指示等の発令については、対象となる災害を①暴風災害、②土砂災害、

③高潮災害、④津波、とし、雨量等の基準を参考に、各種防災気象情報、

鹿児島県土砂災害警戒情報、土砂災害警戒監視情報、現地情報等を収集し

総合的に判断して発令する。 

 土砂災害については、避難準備情報（要援護者避難）、避難勧告、避難指

示にかかる 24時間雨量や 1時間雨量等の判断基準を設け対応している。 

（例） 

 

 

＜自主防災組織の活動事例＞ 

垂水市新城地区自主防災組織 

１．結成までの経緯 
新城地区は、平成 17 年台風 14 号による土砂災害で 3 名の犠牲者を
出している。これを契機に、行政からの働きかけにより振興会単位
と複数の振興会での自主防災組織が 7 組織結成され、その後平成 21
年 4月 1日に新城地区全 16の振興会が一つにまとまり「新城地区自
主防災組織」が結成された。 
 
２．活動内容 
（１）防災知識の普及・啓発 
（２）災害危険箇所の把握 
（３）防災訓練 
（４）備蓄 
（５）自主防災組織のリーダー養成 
 
３．避難計画 
 ①台風接近、大雨警報発令時には、自主防災組織の役員は、避難

所の地区公民館へ自主的に集合。 
 ②災害の発生するおそれのある地区民には、早めの避難を電話等

で呼び掛け。 
 ③災害時要援護者は、自宅から避難所への送迎を実施。 
 ④高齢者が多いため、避難者には備蓄米で毎回炊き出しを実施。 

  
コミュニティ事業によりテント等を整備 地域防災スキルアップ研修会への参加 

出典：鹿児島県資料 
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地 区 概 要 

施設概要 開水路22.3km、パイプライ

ン1.5km、 農道10.9km 

活動組織 大畝町地域活動隊活動組織 

活動内容 遊休農地等の発生状況の把

握、施設の点検、農道の管

理等 

 

■土砂災害に対する広報活動、防災教育等の推進、地域や住民等との協働に

よる土砂災害危険箇所や砂防関係施設の巡視・点検体制等の構築等により、

警戒避難体制の充実・強化と住民の防災意識の醸成を図る。 

【事例】広報活動等ソフト施策との連携の事例（島根県） 

１．出前講座・広報活動 
災害のメカニズム、森林の持つ公益的機能、治山事業の役割などについ
て、主に小学生を対象にした出前講座や、水と緑の森づくりイメージキ
ャラクターが防災冊子等を配り、山地災害防止を呼びかけ。 

  

小学校での実演の様子 
水と緑の森づくりイメージキャラクター
「みーも」による防災冊子等の配布 

２．森林技術サポーターと治山アドプト制度 

島根県では、県を退職した森林土木技術者からな
る山地防災ヘルパー協議会と、コンサルタント業
者からなる森林土木技術協会を森林技術サポー
ターに認定し、山地災害に関する情報収集や施設
点検に活用。 
また、地域による自主的な防災活動を支援するた
め、治山アドプト制度に取り組んでいる。  

住民と森林技術サポーターに
よる施設点検 

３．ＣＡＴＶとの連携 
ＣＡＴＶの特徴を活かし、広域放送型では報道されない河川情報や道路
災害による通行止め、ダムの放流情報や山崩れ情報などを迅速に提供。 

出典：島根県資料 
 

 

 

【事例】地域住民の共同活動等による災害の未然防止 

農地・水保全管理支払交付金を活用 【鹿児島県さつま町久富
く ぶ

木
き

地区】 

 
維持管理実施状況 

 

近年、高齢化の進行に伴い農業者だけ

では農地や農業用施設を維持していく

ことは困難な状態となっていることから、

地域が一体となって農地、農業施設、

農村環境の保全を目指している。 

 

開水路法面張りコンクリート作業 開水路本線の草刈り 

維持管理の効用 

資料：鹿児島県水土里サークル活動支援協議会 

維持管理実施前 維持管理実施後 
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近年、気候変動等が要因と見られる甚大な自然災害が多発している状況に鑑み、対策期間の中間段階において対策事業の内容、進捗状況につい
て、必要に応じ国土審議会特殊土壌地帯対策分科会に対し報告する。 

特殊土壌地帯対策事業計画のフォローアップ 

新たな視点⑤特土計画のフォローアップ 

 国 

・特土計画の内容 
・災害の発生状況 
・事業の実施状況、効果 
等の調査・点検 

国 土 審 議 会 特 殊 土 壌 地 帯 対 策 分 科 会 

第

13

次 

事

業

計

画

の

策

定 

 

中間報告 

気候変動等 

・台風来襲頻度 

・降水量の増加 

・自然災害の増加 

 

事業実施 

 

報告 

事

業

最

終

年

度

実

績

報

告 

意見 

事 業 計 画 期 間 ５ 年 間 

 

事業実施 

 

報告 
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